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食料安全保障と健康： 
サブサハラアフリカ（SSA）における稲作とマラリアの関係



この度、Malaria No More Japanは、サブサハラアフリカにおける稲作とマラリアの関係

から食料安全保障と健康リスクの関係を考えるレポートを皆様に届けることができ、うれしく

思います。

本書は、マラリア流行国や２国間·多国間開発パートナー、民間セクター、NGO 及びコミュ

ニティ組織、財団、研究·学術機関など 500 以上のパートナーが参加して、ゼロマラリア達成の

ための活動をコーディネートするグローバルなプラットフォーム、「マラリアを終わらせるための

ロールバックマラリア（RBM）パートナーシップ（The RBM Partnership to End Malaria）」の

要請、および、国連財団（the United Nations Foundation）の助成を受けて、執筆されました。

気候変動と人口増加にともなう開発の進展は、私たちの生活や社会インフラに影響を与え、

生態系に変化をもたらしてきました。とりわけ、環境変化に起因する生態系の変化が、感染症

リスクを増大させる可能性がかねてより指摘されていました。本書は、サブサハラアフリカに

おける水稲栽培の拡大に伴う生態系の変化が引き起こす感染リスク拡大の可能性に関する

文献調査を中心に行ったものです。

2015年に国連総会で、全会一致で「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030 

アジェンダ」が採択されてから7年、私たちは持続可能な開発目標（SDGs）の認知の拡大と

ともに、環境・経済・社会が不可分一体のものであり、複合的な視野で課題解決にあたる重要性

を認識しつつあります。本レポートはこの視点に立ち、マラリアリスクの拡大を農業および感染

症研究双方の立場より議論したものです。2020年よりはじまった新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）のパンデミックの影響で、現地での調査はかないませんでしたが、今後現地調査

を含めさらなる詳細な調査が必要と考えられます。そのための予備調査として、本書は農業

振興プロジェクトにおける感染症リスクの考慮の重要性を提言、今後のさらなる検討をもとめる

内容となっています。

最後になりましたが、同書は、ロンドン大学衛生·熱帯医学大学院のジョー·ラインズ博士を始め、

多くの方々の協力を得て執筆されました。ジョー·ラインズ博士、同大学院研究助手·博士課程

学生のカリスタ·チャン氏、アフリカライスセンター システムアグロノミストのアリ・イブラヒム氏、

そして、アフリカライスセンター 主席研究員である齋藤和樹博士に厚く御礼申し上げます。
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世界で最も人を殺している生き物は、「蚊」。１分に一人、アフリカでは子どもが命を落として

います。

蚊が運ぶ病気の中で、もっとも深刻なのが、マラリアです。

マラリアは、HIV/AIDS、結核と並ぶ、三大感染症の一つ。

マラリアは、マラリア原虫という寄生虫で引き起こされる疾患で、マラリア原虫が感染した

蚊に刺されることで伝搬されます。メスのハマダラカ（羽斑蚊）が卵を育てるのに必要

な吸血をする際、マラリア原虫が蚊の唾液腺を通して人の血流に侵入すると感染します。

人にマラリアを引き起こす固有の原虫は、熱帯熱マラリア原虫、三日熱マラリア原虫、四日熱

マラリア原虫、卵形マラリア原虫の 4 種類ですが、その他サルマラリア原虫の数種類が

人に感染することが報告されています。

2021 年にWHO（世界保健機関）が発表した「世界マラリアレポート2021」によれば、

2020 年のマラリア患者数は世界で 2 億 4100 万人、マラリアによる死亡者数は 62 万

7000 人と推定されています。そのうち、マラリア患者の約 95％、死亡者の約 96％が

サブサハラアフリカ諸国に集中しており、死亡者の約 80％は、5 歳未満の子どもでした。

これは、おおよそ1分に1人、世界のどこかで、子どもたちがマラリアで命を落としている

計算になります。

ゼロマラリアに向けた日本の貢献

感染症対策が外交課題として注目されたのは、日本が 2000 年に開催した G8 九州 ·

沖縄サミットでした。日本の主導で「沖縄感染症イニシアチブ」がまとめられ、主要国など

が資金を拠出する「世界エイズ · 結核 ·マラリア対策基金」（グローバルファンド）の設立

（2002 年）につながりました。

ゼロマラリアを達成するためには、マラリアの予防 · 診断 · 治療を含む、質が確保された

保健サービスに全ての人々がアクセスできるようにするための政策が整っていなければ

なりません。発熱があったときに、すぐにマラリア診断にアクセスできるか否かは生死

にかかわります。そのためには、保健システムの強化とともに、誰一人取り残されない

マラリアとは？
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マラリア対策が求められています。 同時に、予防や複数のセクターにまたがる統合

的アプローチ、新たなイノベーションなど、これまでのマラリア対策で学んだ教訓をユニ

バーサルヘルスカバレッジ（UHC）の達成に活かすことも重要です。

これまでの日本発の技術として、住友化学が開発した第一世代長期残効性防虫蚊

帳「オリセット®ネット」に続き、第二世代の抵抗性対策蚊帳「オリセット® プラス」が

WHO の Prequalification 制度（PQ）においてから認証を受け、現在世界中の流行地

で活用されています。さらに同社が開発した室内残効散布剤「スミシールドTM50WG」

は、既存の殺虫剤に対して耐性を獲得した蚊にも高い効果を発揮する殺虫剤として、

2017 年にWHO の PQ 認証を取得し、世界のマラリア予防に貢献しています。

一方、マラリアを含む感染症の R&Dを推進する日本の取組みとして、日本初の国際的な

官民パートナーシップのグローバルヘルス技術振興基金（GHIT Fund）は、2013年から

の累計投資額 276 億円のうち約 44％にあたる約 123 億円を、国内外の企業や研究

機関が共同参画するマラリアの治療薬やワクチンなどの研究開発（R&D）に投資してき

ました（2022 年 3 月31日時点）。GHIT Fund の支援を受けて、研究機関や民間企業

による抗マラリア候補薬や候補ワクチンの探索的研究及び非臨床試験も進められており、

マラリア関連の R&Dをめぐる動きが広がりを見せています。

マラリアを排除することは多くの命を救うだけでなく、これまで病気のために埋もれていた

人間の可能性を引き出すことにつながります。マラリアは貧困による病気であり、また

貧困を生み出すものでもあります。この悪循環を断ち切ることは、目標1「貧困をなくそう」

など、SDGs が掲げる多くの目標の実現の追い風となります。マラリアの排除は、まさに

2030 年の SDGs の達成を加速することにつながります。
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サブサハラアフリカ（sub-Sahara Africa、以下 SSA）では、

コメの消費が急速に伸びており、各国の農業省および国際

開発援助のドナー・コミュニティは、同地域のコメの自給を達成

するために、稲作振興を支援している。一方、各国の保健省は、

マラリア排除を目標にしている。いずれも「持続可能な開発

目標」（SDGs）において望ましいが、水田は、マラリアを感染

させる蚊の主な繁殖地となっているため、そのトレードオフに

ついて関心が高まっている。私たちの報告書は、(i)コメの

収穫面積がSSAにおいて増加してきており、今後も増加すると

予想されていること、(ii) マラリア感染の増加に関する潜在的

なリスクに対して注意を払うことなく、稲作振興事業が行われて

いること、(iii) SSA でコメを栽培している地域はより高い

マラリアのリスクにさらされていること、(iv)蚊の発生を抑制

しつつ、コメ増産を可能にする有望な技術が存在することを

示している。以上の結果に基づいて、本報告書では、農業

および健康の両分野に対する将来的なアクションを提案する。

要約
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1 SSAにおける稲作の歴史と進歩

a) SSAのコメに関する現在および今後の需要

コメ（Oryza spp.）は、SSAの大部分の地域において、主食とされる穀物であり、食料安全保障と社会安定に対する

戦略的穀物でもある1 。同地域におけるコメの消費量は、他のどの農産物よりも急拡大している（図1および2）。

SSA域内の人口は最近10億人に達し、2007年から2016年2における一年あたりの平均成長率は約2.5%であ

り、世界で最も高い人口増加率となっている。同時期におけるSSAのコメに対する需要も、年6％増となっている。

この需要の増加の主な原因は、急速な人口の増加、都市化、そして、所得の増加を伴う中産階級層の成長によって

消費パターンと嗜好が（キビやモロコシのような）伝統的な主食から、コメなどの食品2に変化したこともあげられる

（図2）。SSAにおけるコメの消費は、この大陸の著しい人口増加率と都市化3から、当面は継続して増加すると

予想される。

1960年代より、SSAにおけるコメの消費は、その生産を上回ってきた（図１）。需要と地域の供給のギャップは、

過去70年の間に次第に大きくなってきている。2020年におけるコメの消費は、精米ベースで推定約3,220万

トンであり、これは世界市場で取引されている量の33%に相当する。不足する約1,560万トンは輸入によって

賄われている4。言い換えると、2020年のSSAの自給率はわずか48%だったことになる。

SSAでは、1人当たりの年間のコメ消費量は30kg で、アジアの消費量（1人当たり100kg/年）に比べるとはるかに

少ない5。ただし、消費量は国ごとに格差があり、ギニア、マダガスカル、マリ、コートジボアール、リベリア、シエラ

レオネ、ベニン、ギニアビサウ、コモロ連合、セネガル、モーリタニアでは、1人当たり年間50kg以上を消費する4。 

図1. サブサハラアフリカSSAにおけるコメの収穫面積、精米生産、消費、および籾収量の傾向4
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b) 稲作の動向：面積の拡大と収量の増加

SSAにおけるコメ消費の拡大にともない、コメ生産量は漸進的に増加してきた（図1）。この生産量の増加は、

単位面積あたりのコメ生産量（以下、収量）の増加およびコメの収穫面積の拡大によるものである。2000年から

2020年の間に、収穫面積が、690万ヘクタールから1,660万ヘクタールに増加した（図1）。一方で、収量は、

1ヘクタールあたり1.7トン（t/ha）から2.1トンに増加している。SSAにおけるコメの収量は、徐々に改善されて

きたが、そのレベルは、全世界平均の約4.4t/haよりもはるかに低いままである5。 

近年のコメ生産量の増加にもかかわらず、コメ生産は、SSAにおける消費に追いついていない（図1）。しかし

ながら、(a)コメの収穫面積の拡大の可能性が高いこと、そして、(b) 潜在的に達成可能な収量と現在の収量水準

の間に大きな差があることから、コメ生産増加によって同地域における需給ギャップを狭めることは可能である

と考えられている6,7。コメ収穫面積の拡大の可能性についていえば、SSAで2.39億ヘクタールの推定総面積

を持つ湿地が大いに期待できる6。ここでは、湿地を「常時あるいは季節的に湛水する土地」と定義する。さらに、

灌漑可能な面積は、現在の灌漑地域の1.8倍に相当する約2,400万ヘクタールに及ぶ 8。SSA諸国における

実際の収量はその潜在的収量のわずか38%にすぎない9。

SSAにおける、コメに関する大きな需給ギャップとコメ生産の増加の可能性、さらに2007～2008年の食料価

格の急騰につながった食糧安全保障への不安から、同地域の各国政府と国際ドナー機関は、SSA におけ

る自給を達成するためにコメ分野を強化する取り組みに注目するようになった 1, 10。2008 年には「アフリカ

稲作振興のための共同体（CARD)」と呼ばれる国際イニシアティブが発足し、その第2フェーズで、CARDは、

2018年から2030年の間に、SSA諸国におけるコメの生産量の倍増を目指している1。

図2. 人口増加、精米消費、および人口一人あたりのコメ消費の傾向（FAO、2021年）
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c) SSAにおける稲作の特徴とその生産阻害要因

SSAのコメは主に灌漑水田、天水田、天水畑地で生産される。その他にも浮稲およびマングローブ湿地での

水稲栽培もあるが、作付け面積は多くない。灌漑水田、天水田、天水畑地およびその他は、SSAの総収穫面積の

それぞれ22%、40%、35%、4%を占める11。地表水および水源によって稲作栽培環境が異なり、灌漑水田では

畦畔のある土地で単作あるいは二期作以上の作付けが行われる。天水田での栽培は、主に内陸部の谷間の低

地の平坦あるいはわずかに傾斜した地域で、無畦畔、または、有畦畔の水田で行われる。天水畑地での栽培は、

一般に、平坦あるいは傾斜した無畦畔の畑で行われる。一般に、灌漑水田での栽培は、他の栽培環境に比べると、

収量がより大きい 9,12。たとえば、SSA19カ国で行われた農家圃場調査によれば、1ヘクタール当たりのコメの

平均収量は、灌漑水田4.0トン、天水田2.6トン、そして天水畑地1.6トンだった。灌漑水田の収量は、１ヘクタール

当たり約4.4トンの世界平均に近い。「SSAではコメの収量が低い」という一般的な認識は、栽培環境やそれらの

収穫面積に占める割合を区別していない各国の統計データに起因しており、SSAの低い収量水準は、収量がより

低い天水田および天水畑地占める面積がより大きいことによるものである。

収量の低い原因は、様々なあり、例えば、非生物および生物ストレス、社会経済的な制約条件があげられる13。

具体的には、鉄過剰障害、塩害、極端な温度、干ばつ、洪水、雑草害、病害、そして、不十分な土地管理、水管理、

作物栽培管理などが低収量の原因としてあげられてきた13-19。SSAにおける生産阻害要因を軽減し、コメの収量

を高めるために、コメの品種改良を含む様々な技術が、50年以上に渡って開発されてきた15,20-23。

d) SSAにおけるコメ分野開発における現在の重点分野

上述のように、各国政府および国際的ドナー・コミュニティは、特に2007～2008年の食糧危機が発生したこと

を踏まえ2008年以降、SSAにおけるコメの自給を達成するための、様々な稲作振興プロジェクトを開始した

（例えば、アフリカ稲作振興のための共同体（CARD）24、CARI25、RIKOLTO26、国家稲作振興戦略(NRDS27））。

その多くは、コメの生産量の増加、農家の所得増加、そして現地米の競争力強化を主要な目標としている。これら

に加え、いくつかのプロジェクト（例えば、CARI、RIKOLTO）が、Sustainable Rice Platform（SRP）と提携して、

持続可能なコメ生産の奨励を始めている。SRPは、民間、公的機関、市民組織等からなる100以上の会員を持つ

組織であり、持続可能な稲作栽培技術を採用するように農家に働きかけ、小規模自作農の生計を向上し、地球

温暖化防止、環境保全に貢献することを目指している。SRPは、環境・経済・社会的な持続性に関する「SRP

パフォーマンスインジケーター（評価指標）」を策定した28。この指標には、収益性、労働生産性、収量、水生産性・

水質、窒素（N）利用効率、リン（P)利用効率、生物多様性、温室効果ガス排出量、食品安全、労働者安全衛生、児童

労働および若者の参画、そして女性のエンパワーメントが含まれている。このような指標は、農業開発プロジェクト

における栽培技術の普及において、迅速かつ効率的なモニタリングの実施に貢献するものである。しかしながら、

上記に示したような農業開発プロジェクトが、水田開発によるマラリアの患者増加という潜在的なリスクに関心

を払わずに、コメ分野の開発を支援している点に注意が必要である。
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2 SSAにおけるマラリア感染と対策の動向

a) SSAにおけるマラリア

マラリア原虫(Plasmodium)により引き起こされ、時には命を落とすことになるマラリアは、公衆衛生上深刻

な問題となっている。世界のマラリア患者は、2020年には2億4100万人であり、62万7000人が死亡した。

SSAの32カ国にマラリア患者は集中しており、世界のマラリアによる死者の93%がSSAで起きていた29。感染

率が高い地域で、最も影響を受けやすい集団は、5歳未満の幼児および妊婦である。個人レベルから国家レベル

まで、マラリアによる経済損失は膨大であり、アフリカでのマラリアによる経済損失は年間120億ドルと推定される。 

SSAが他の地域に比べて、マラリアが深刻な理由として、(1) 主な寄生虫種である熱帯熱マラリア原虫

（Plasmodium falciparum）が、ヒトマラリア寄生虫の中で最も致死性が高いこと、(2)　他の地域に比べて

医療制度が相対的に脆弱であること、そして何よりも重要なのが、(3)アフリカのマラリア媒介蚊であるガンビエ

ハマダラカ（Anopheles gambiae s.l.）が、世界で最も効率的な媒介種であることである。「効率的」とされる

理由は、他の動物よりも人に対する吸血嗜好性が非常に高い、またガンビエハマダラカの平均寿命が長いことに

よる。このため、原虫が蚊の中で成長し、蚊を媒介して人にうつる確率が高くなる。ガンビエハマダラカは、道路

脇のぬかるみの足跡を含むさまざまな場所を利用して繁殖でき、特に水田の条件によく適応している。

b) SSAにおけるマラリア感染の動向

1960年代の世界マラリア撲滅プログラム（GMEP）などのさまざまな取り組みにより、1950年代以降、世界

全体ではマラリア感染が減少してきた。GMEPによる大規模な室内残留散布（IRS）の取り組みは、主にアジア

およびラテンアメリカで行われ、SSA諸国で国を挙げて、農村部の住民に対する取り組みが始まったのは、2000

年代前半以降である。

その取り組みがSSAで実現可能になった要因は３点挙げられる。第一に、幼いアフリカの子どもの死亡理由とし

て高い割合を占めていたマラリアが、1990年代以降展開された室内残留散布の実施が子どもの生存に非常

に効果的であったことが挙げられる。2点目は、2000～2004年にかけての長期残効型防虫蚊帳（LLINs）の開発

である。これはこれまでの蚊帳が頻繁に殺虫剤に漬ける処理をしないといけないという手間を省略した。

3 点目は、2002年にグローバルファンド（世界エイズ・結核・マラリア対策基金）が設立され、抗レトロウイルスや

LLINsといった大規模なマラリア対策事業に対し、国際的ドナー機関による直接投資が可能となったことである。

これらの3つの要因が組み合わさり、アフリカのインフラが不十分な環境でも、農村部の住民に対し、持続可能な

形で有効なベクターコントロール（媒介昆虫駆除）を行うことが、初めて可能になったのである。   

2004年から2012年の間に、世界規模でLLINs配布キャンペーンが展開され、支援対象は大幅に拡大した。
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2007年には国連事務総長は、「公衆衛生コミュニティは、効果的な抗マラリア介入策による「ユニバーサル・カバ

レッジ」の目標を採択するべきだ」と述べている。「ユニバーサル・カバレッジ」キャンペーンのもとのマラリア

介入が及ぶ地域や住民の増加は、遠隔地の貧しいコミュニティにおいてさえも、子どもの死亡率の削減が公正

かつ効果的であったと評価されている。 

これらの努力の結果、過去20年間に、アフリカの住民、特に感染しやすい5歳未満の乳幼児の感染件数は大幅に

減少し、マラリアによる年間の死者数はおよそ50%減少した（図3）30。

殺虫剤抵抗性の問題、有限的な資金調達、さらに最近では（結果として5万人近い超過死亡となった）COVID-19

パンデミックを含め、ゼロマラリアに向けた進歩は、課題に直面しているが、WHOは、「2030年までにマラリア

発生率および死亡率を少なくとも90%削減する」という、野心的な目標を掲げている。この結果、一部のSSA

諸国では、マラリア排除目標への計画を策定することになった。たとえばナイジェリアの「全国マラリア制圧プロ

グラム」は、現在は「全国マラリア排除プログラム」にアップデートされている。

c) 現状のマラリア対策の戦略

現状の世界のマラリア対策戦略は、LLINsおよびIRSを利用したベクターコントロールに大きく依拠している。

これらは、最も強力で、最も費用対効果が高い、現在利用可能なマラリア対策ツールであり、過去20年、これらの

使用によって1,000万人以上の死亡が予防されてきた。しかしながら、その使用には限界がある。第一に、アフリカ

では、媒介蚊の行動の変容によりこれらの効果は減退し、感染は減少したものの、完全な予防には至っていない。

第二に、現在急速に拡大、進化している殺虫剤抵抗性の問題がある。これらの理由から、特に環境管理を通じた

幼虫発生源対策といった、既存の方法を補完する代替の対策が展開されることがある。たとえば、欧州、中央アジア、

それに中国の一部 31 など、水田がマラリアを媒介するハマダラカの重要な繁殖地となっている地域において、

蚊の水中生育段階を対象とする幼虫の発生源対策（LSM）は歴史的に重要な役割を担った。この水田を対象と

した蚊の繁殖の予防対策は、ゼロ

マラリアに向けた集中的なキャン

ペーン期間中だけではなく、マラ

リア排除後においても重要な役

割を果たすと考えられる。特に、

他の媒介蚊対策も終了した“流行

ゼロ固め“が続くステージや、流行

が“再び流入”するのを阻止しな

ければならないステージにおいて、

とりわけ重要な役割を果たす。
図 3：世界およびアフリカにおけるマラリアによる死者の総推定数の傾向　データ：WHO29.
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3 マラリア・リスクに対する稲作の影響

a) コメとマラリア媒介蚊の関係

世界の稲作地域ではa、様々な種類の蚊が水田を繁殖地として利用している。ただし、多くの地域では、水田に

生息する蚊の種は、ほとんど、あるいはまったくマラリアの媒介蚊としての機能を持たず、現地のマラリア媒介蚊

の主要種は水田以外で繁殖することが多い。 

しかしながら、現在（あるいは過去）に水田が、マラリア媒介蚊第一の繁殖地となっている例外は複数ある。中国

中部、南東ヨーロッパおよび中央アジアの一部、コロンビアおよびペルーの一部、インドネシアの一部など、それに

SSAである32-34。たとえば南東ヨーロッパや中国本土では、既にゼロマラリアを達成しているが、SSAではマラリア

は重要な問題のままである。アフリカにおける主要媒介蚊であるガンビエハマダラカは、マラリアの伝搬能力が

非常に高く、その結果、世界のマラリア罹患者および死者の85%以上がアフリカに集中している。ガンビエ

ハマダラカは、水田での繁殖嗜好性が高いハマダラカ種である。したがって、農業的な視点から見ると、コメ生産

はより多いにもかかわらず、マラリア媒介蚊（例、クリシファシーズハマダラカ、ダイラスハマダラカ、コガタ

ハマダラカ）が水田での繁殖に十分に適応していない南アジアや大メコン圏地域よりも、SSAは、コメとマラリア

の間の相互作用がより大きくなっている。 

ガンビエハマダラカbは、狭く、日あたりがよく、新しく湛水した、淡水の水たまりで良く繁殖する33。特に栽培の

早い段階における水田の水条件は、この種に非常に適している35,36。ガンビエハマダラカは、「開拓」種であり、

苗を移植したばかりの水田など、新規に形成された水圏にコロニーを作る最初の蚊のひとつである37。ここでは、

水がまだ新しく、無脊椎の水生捕食者が現れる前に侵襲した、季節的発生初期の幼虫の大多数が、成虫になるまで

高い生存率で生き延びることができる（幼虫期間は約1週間）。だが、水が数週間の間に、ある程度安定した状態

になると、次第に各種の水生捕食者がコロニーを作るようになり、多くの幼虫が成虫になる前に捕食されてしまう。

したがって、通常は移植後最初の4～5週間の間に蚊の発生はピークを迎える。この第一波の成虫数は、しばしば

季節全体に現れる総数の50%以上をしめる38。

過去、灌漑水田は、低湿地にて開発されてきた。そこでは独自の自然な蚊の相が形成され、それなりに安定した

環境が保持されていた。しかし、そのような天然の湿地から灌漑水田への転換が、蚊の相を大きく変化させ、

マラリア媒介蚊の繁殖に適した環境となった39-41。たとえば、西ケニアで行われた研究では、天然の湿地から主に

動物を刺咬する非媒介種の多様な種類を採取できたが、水田では多様性がはるかに低く、90%ものガンビエハ

マダラカ(An. gambiae s.l.)とフネスタスハマダラカ(An. funestus)ばかりが天然の湿地と同等に採取された。

b)  2005年以前の水田の逆説

何十年にもわたって、ガンビエハマダラカの成虫は灌漑水田の近くの村で特に多く観察されており、これらの蚊
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の増加が、人々の集落近くでのマラリア感染を増やす可能性があるのではないかと懸念する声が多く聞かれた。

しかし、この議論に対するエビデンスは驚くほどさまざまで、たとえばマダガスカルのようなマラリア流行度が

常に高いわけではない地域においては、マラリアと水田の間の明確で強い関連が報告されている46,47。しかし他

の地域、特にアフリカ本土のマラリア流行度が高い場所では、水田とマラリアの関係は一貫せず、不明確であった。

たとえば、2001年にIjumba, J. N. & Lindsay, S. W.は、マラリアの流行を、稲作しているコミュニティと近隣

の稲作をしていないコミュニティで調査した複数の研究を比較した 48。2人が発見したのは、マラリア流行が

恒常的に起きている地域において、稲作を行う村では媒介蚊は多いものの、マラリア感染は少なくなることだ。

２人はこれを「水田の逆説」と呼んだ48。その後数年の間にわたり、西アフリカのさまざまな稲作栽培環境において

研究が行われた。その結果は、同様の逆説的パターンを踏襲している。稲作を行う村落には、より大きな蚊の

集団が認められたが、マラリア感染件数は、稲作をしていない村落と同等か、あるいは若干少なかった49。

「水田の逆説」を説明するために、これまでさまざまな仮説が提唱されてきたが、有力な説は、水田稲作が蚊を

増やすだけではなく、マラリア感染予防に資する有益なメカニズムも同時にもたらしたから、というものだ。問題

は、蚊がもたらす有害な影響と、マラリア感染予防に資するメカニズムによる有益な影響の間のバランスであり、

多くの場合、このバランスは損得なしのニュートラルであるか、若干有益な影響が勝るように思えた。

この結論の影響は大きく、これ以降、アフリカで灌漑および天水田稲作を奨励する機関は、この「水田の逆説」の

ストーリーを利用して、蚊の存在にもかかわらず、アフリカにおける水田開発はマラリアに悪影響を与えないと

安心感を与えたのである50。 

しかし「水田の逆説」の背景にあるとされるメカニズムをより綿密に検討することが重要である。3種類のメカ

ニズムが提唱され、それぞれに対するエビデンスもあった。

第1の、最も一般的なものは、稲作が補償的な社会的利益、すなわち感染を抑制する、社会経済的・環境的な利益

をもたらしたというものだ。この中には、道路や住宅のような恩恵から、市場に出回る蚊帳や抗マラリア薬、質の

高いヘルスサービスといった具体的なマラリア対策が含まれる43,51-55。注意すべきなのは、これらのマラリア

対策に効果があると思われるメカニズムは、相互に緊密な関係にあり、実際にマラリアの抑制に役立っているメカ

ニズムと、そのプロセスに受動的に関連しているメカニズムとを分けて考えることが難しいことだ。このメカ

ニズムの鍵となる特長は、不衡平に基づいている点である。これは、稲作を行う村と行わない村の間で実在する

永続的な社会経済的な不衡平があることを前提としている。 

2番目に提起される要因は、マラリアに感染するリスクが高い条件下での感染流行が飽和状態になるから、とい

a  本報告書のこのセクション（3-a））では、「rice（コメ）」稲作という単語は水田での稲作、灌漑された、天水低湿地での水稲栽培によって収穫されたコメを意味しており、畑地条件での稲作
は陸稲は考慮に入れていない。 

b ガンビエハマダラカ同胞種でもっとも広く分布しているのは、狭義のガンビエハマダラカ（An. gambiae s.s.）、コルッツィハマダラカ（An. coluzzii）、アラビアハマダラカ（An. 
Arabiensis）である。この3つはすべて、水田で多く繁殖している。西アフリカの水田水稲栽培での繁殖に適応したことで、狭義のガンビエハマダラカからコルッツィハマダラカへの
分岐が促進されたと考えられる。
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うものだ。このような条件においては、人々の多くは大部分の時間において感染状態にあり、高いレベルの部分

的免疫を獲得している場合がある。感染の流行が100%に近づくと、感染を引き起こす蚊の刺咬が、既に感染して

いる人に向けられることとなる。感染のさらなる増加は起こりうるが、これは単に、既に感染している人々が、

追加的に刺されるだけで、既に100%近いため、流行に対してはほとんど影響がない。したがって、流行や類似

のマラリア学的な指標は、感染のさらなる増加に対して相対的に反応しなくなるが、抗マラリア剤で頻繁に

治療している人の場合は新たに発症しやすい可能性がある。過去の論文では、アフリカの稲作とマラリアの関係

は、安定した流行環境よりも、不安定な流行環境でより強く見られるとしている48,49。

最後に、昆虫学的なメカニズムも、「水田の逆説」の結果を生み出す可能性がある。これは蚊の生息密度が非常

に高い場合、密度に依存するメカニズムは、集団の媒介蚊としての能力、つまりは感染させる能力を低下させる

（あるいは少なくとも上限が設定される）という考えである。このことは、２つの違ったかたち、すなわち、(1) 

幼虫段階での成長における競争が増すことで成虫の寿命が短くなること、あるいは、(2)（極度の刺咬による不快

感増大起因する）蚊帳の利用の増加によって、もしくは、水稲近くで牛が増えることで成虫の採餌の成功率が減る

ことによって起こる。 

このような３つのメカニズムの可能性を考慮し、稲作と非稲作村落におけるマラリア感染を比較する研究を再評

価する場合、何を検討するべきだろうか？　重要な問題のひとつは、過去15～20年の間に、このようなメカニズ

ムとその相対的な重要性に数多くの変化が起こってきたということである。

「水田の逆説」研究が実施された1990年代から2000年代前半以降、アフリカにおけるマラリアのイメージは

大きく変化した。近代的なマラリアに対する取組み（ベクターコントロール、診断法、そして治療）の対象地域が

大幅に拡大し、適用範囲も、コミュニティ内、そしてコミュニティ間ではるかに平等となってきた。その結果、一般

的な感染力の強度、そして一般住民におけるマラリアの流行が、同時かつ平等に、幅広く低下してきた。私たちの

「水田の逆説」に関する現代的な見方にとって、これには２つの意味合いがある。

まず、マラリアに対する取組みの適用範囲、そして、その適用範囲における衡平性の改善によって、非稲作村落が

マラリアに対して非常に貧弱な防御しか持たないと想定することはもはや説得力がなくなっていることだ。マラ

リアの流行度合いは、以前は稲作村落と非稲作村落間で異なる予防策を取っていたのかに起因すると考えられ

てきた。たとえば、LLINsの適用対象は現在広範囲に設定されているが、以前は（殺虫剤処理を施していない）

蚊帳の普及率は稲作村落で非常に高く、非稲作村落では非常に低いことが、しばしば報告されていた56,57。一方

で、住宅を改善するといった大規模な対策は行われておらず、稲作村落と非稲作村落の間の住宅の差異は以前と

比べ、大きいともそうでもないともいえない。

また、全世界的に流行が減少した結果、マラリア感染リスクが高い地域に暮らす住民の割合が相当減ってきて

いる。以前は高リスクにさらされてきた人々も、現在はその多くが、感染リスクが低い状況にある30。したがって、

稲作村落と非稲作村落の間でマラリアにかかるリスクの違いがあるとすれば、これはヒトの行動に基づくもので、

ヒトにおけるマラリア学的な指標で相対的かつ明確に観察が可能と期待される。
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図4 ： 稲作とマラリアの疫学的成果の間の関係についてのメタ分析。マラリア感染と、その95%信頼区間537（エラーバーとして示す）を、(A)サブグループ
（2003年以前・以後）および(B)潜在的なマラリア強度に従って図上に記入している。(C)マラリア発症の粗発症リスク比（1日1,000人あたり）とその95%
信頼区間を、研究年に従って記入している。ランダム効果モデルを使用して計算した、定量的研究のプールした効果推定値は、（各サブグループの）下側の濃い
色のバーで示されている。赤いバーは、対照地域に比較して、疫学的に発症リスクが稲作村落で高かったものを、青いバーは低かったものを示す。

Chan, K., Tusting, L. S., Bottomley, C., Saito, K., Djouaka, R., & Lines, J. (2022). Malaria transmission and prevalence in rice-growing 
versus non-rice-growing villages in Africa: a systematic review and meta-analysis. The Lancet Planetary Health, 6(3), e257-e269.
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c) 2005年以降の再評価

マラリアの昆虫学的および疫学的な研究結果を比較するために、アフリカ西部・中部・東部のSSA諸国14カ国の

農業環境で、1971年から2016年のデータを用いたシステマティック・レビューおよびメタ分析を行った。この

時期の当初では、（LLINsのような）効果的で近代的なマラリア対策のカバー範囲は非常に狭かった。2000年代

前半より、グローバルファンドが「インパクトを与えるためのスケールアップ」（SUFI）を支援した。2016年には、

カバー範囲ははるかに拡大し（約50%）、また、公衆衛生の対策の標準化がすすみ、貧富格差に関わらず非常に平

等に対策が実施された。分析のために、これらの研究は、急速な「スケールアップ」の時期が始まろうとしていた

年に当たる2003年以前に実施されたものと2003年以降に実施されたものの2グループに分けた。 

疫学

過去に稲作村落と非稲作村落におけるマラリア感染の有病率を比較した研究は23件あった。2003年以前に

実施された16件の研究cで、全体の粗リスク比[RR]dは、1とは有意には異なっていなかった（粗RR 0.82、95%

の信頼区間　0.63～1.06）。換言すると、稲作とマラリアのリスクの間に関係があるとする有意なエビデンスは

存在しなかった。対照的に、2003年以降に実施された７件の研究では、プール分析においてマラリア感染のリスク

は、稲作村落において有意に高かった（粗RR 1.73、95％の信頼区間　1.01～2.96）。

初期の研究では、稲作によるマラリア伝搬効果は、高い感染伝搬条件下における流行の飽和のような天井効果に

図5 ： 稲作および昆虫学的成果間の関連についてのメタ解析。粗平均比（HBRおよびEIR、対照群は非稲作村落）、リスク比（種虫率）、およびその95%信頼区間
（定量的研究のみ、エラーバーで示す）を、研究年に基づいて記入している。赤いバーは、対照群に比較して、昆虫学的に各指標の程度が稲作村落でより高いこと、
青いバーは低いことを示す。薄い色のバーは半定量的研究を、実線のバーは定量的研究を示す。ランダム効果モデルを使用して計算した、定量的研究のプール
した効果推定値は、下の濃い色付きのバーで示す。

Chan, K., Tusting, L. S., Bottomley, C., Saito, K., Djouaka, R., & Lines, J. (2022). Malaria transmission and prevalence in rice-growing ver-
sus non-rice-growing villages in Africa: a systematic review and meta-analysis. The Lancet Planetary Health, 6(3), e257-e269.
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よって隠されてきたという考えを支持するいくつかのエビデンスがあった。このような研究を、非稲作村落の

流行度（図 4B）で並び替えると、3 つのグループに分かれた。非常に高い（>75%）流行度基準の場合、稲作

村落と非稲作村落の間に違いはほぼなかった。中程度～高い流行度基準（26～75%）の場合、水田の逆説が

存在し、稲作村落は、非稲作村落よりもマラリア・リスクが低かった。そして相対的に低い（<25%）流行度基準の

大部分（ただしすべてではない）で、稲作村落は、非稲作村落よりもマラリア・リスクが高かった。

昆虫学

稲作村落と非稲作村落のハマダラカによるヒト刺咬率（HBR）のデータを含んだ昆虫学の研究報告は36件あり、

そのデータを用いて、上記と同様のメタ分析を実施した。これを図5にまとめた。

全体として、媒介蚊であるガンビエハマダラカの個体数は、非稲作村落に比べて、稲作村落のほうがはるかに

高かった。すなわち、全体で約7～8倍（95%信頼区間で２倍～２１倍）高い。

蚊の感染率（スポロゾイト・レイト）は、稲作村落ではある程度低くなる傾向にあるが、その差は小さい。すなわち、

RR 0.29、95%信頼区間で0.19～0.46、17件の研究となっている。

ガンビエハマダラカの昆虫学的接種率（EIR）を定量的に報告していたのは３件の研究のみで、そのメタ分析

は、稲作村落におけるEIRは、非稲作地域のそれに比べておよそ2倍であることを示唆している（リスク比2.03、

95%信頼区間で1.02～4.06、3件の研究）。

過去のレビューは、個体群密度が非常に高い場合、蚊の間の競争が増すことで、その寿命が短くなり、その媒介蚊

としての能力が低下しうるという考えを強調してきた。しかしながら、本研究はこの仮説に関しての初めての

メタ分析であり、私たちの解析結果によって、非稲作村落のそれと比較して、稲作村落の媒介蚊の個体数はより

多いが、感染力はむしろ低い（より低いスポロゾイト率）ことが確認された。ただし、多くの場合、スポロゾイト率

の低下の程度は相対的に小さく、媒介蚊数の大きな増加を相殺するものではない。したがって、住民の、感染性蚊

（EIR)による刺咬に対する暴露は、稲作村落のほうが高い傾向にある（図5）。

c  感受性分析を通じて、2003年が、マラリア対策のスケールアップの始まりを示す、相対的に活発な年であったと判断された。

d  この例で、リスク比は、非稲作村落におけるマラリアのリスクに対する稲作村落のマラリアの相対的なリスク（流行度あるいは罹患率）を示している。1よりも大きい場合は、稲作村落の
方にリスクが高く、1未満の場合は稲作村落の方にリスクが低いことを示す。
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d) 本セクションのまとめ

A　アフリカにおける稲作とマラリアの関係が問題である理由は以下の通りである

⃝ アフリカでは、コメの消費が急速に伸びている。灌漑水田・天水田稲作の拡大によるコメ増産が進行中である。

⃝ マラリアは、依然としてアフリカにおける公衆衛生の大きな問題のひとつである。アフリカでは毎年40万人以上が死亡

しており、世界のマラリアによる死者の80%超を占める。

B　アフリカにおける稲作とマラリアに関する確立された考え：「水田の逆説」 

⃝ 1995年から2005年の間のエビデンスをレビューした結果、灌漑水田での稲作は、マラリア媒介蚊の増加とは関連がある

が、マラリア感染件数の増加とは無関係であることが明らかになった。これは「水田の逆説」と呼ばれている。

⃝ これは主に、稲作が蚊ばかりでなく、経済・インフラの発展をもたらすためである。すなわち、より良い住宅および衛生

サービス、そして蚊帳や薬を購入できる、その地域の経済発展を意味する。したがって、稲作を行う村落の住民は、マラリア

に対して、はるかにすぐれた自己防衛が可能だった。 

⃝ アフリカで稲作はより蚊の増加をもたらすが、マラリア感染件数は増えないという考えは、過去20年間のアフリカにおける

稲作開発をサポートする決定的な仮説であった。

   

C　アフリカで稲作がより多くのマラリアをもたらすという新しいエビデンス 

⃝ 最近の研究（2003年以降）を検討したところ、稲作村落の住民は、非稲作村落の住民よりもマラリア感染リスクが高く、

罹患率も高いことが示されている。 

⃝ これはおそらく、過去20年の間に、効果的な抗マラリア対策実施のカバー範囲が大幅に拡大したことによる。  

・  大規模な調査により、感染対策（特に長期残効型防虫蚊帳の配布）の対象となった人口は、以前よりもはるかに平等となっていたこ
とが分かっている。このことにより、稲作村落と非稲作村落間で、住民が蚊そしてマラリアの感染に対して自己防御する能力に
差はなくなっていったと推定される。

・ 20年前には、アフリカの多くの低湿地で、非常に高いマラリア伝搬が認められていた。高い罹患率地域では、伝搬が増大して
も既に感染している人々が、再び媒介蚊に刺されることになるため感染罹患率はそれ以上は伸びないという結果になっている。
通常、伝搬の減少によって、より多くのコミュニティが中レベルの伝搬となり、住民の罹患率は、伝搬度合いの変化に対して非常
に影響を受けやすくなった。

D　稲作に起因するマラリアの負荷 

⃝ 「稲作に起因するマラリアの疾病負荷」を評価するにはさらなる作業が必要だが、アフリカでは相当稲作に起因している

ことは既にわかっている。 

E　アフリカでのマラリアに関して新たに出てきた課題 

⃝ これまでの分析から、稲作に起因するマラリアのリスクは、マラリア感染の基準レベルによって決まることが推定される。

マラリアに対する稲作の影響は、感染のバックグランドレベルがより低い環境でより顕著である（そしてより多い）傾向がある。    

⃝ したがって、アフリカでマラリアが減少する中、稲作がもたらす影響はより顕著になり、国家によるマラリア排除プログラム

にとって戦略的により重要となると思われる。 

⃝ これはけっして驚くべきことではない。水田は、中国本土、中央アジアの一部、それに南東ヨーロッパで、マラリア媒介蚊種

にとっての重要な繁殖地であった。このような環境で、水田における媒介蚊の繁殖を抑制するための対策は、撲滅プロセス

の必須な要素であると考えられ、マラリアの再発を防止するために、排除後も継続する必要があったのだから。
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4 水田におけるマラリア媒介蚊の繁殖を抑制するための対策

a) マラリア媒介蚊を発生させずに、コメを生産する必要性

現在、SSA諸国は、もはやマラリア流行強度が「飽和」レベルにないが、稲作eの導入はマラリアのリスクを高める可能性

があると考えられる。食料安全保障上の必要性から、稲作の拡大を防止することは選択肢ではない。稲作は必要では

あるものの、現在はマイナスの副作用、すなわち、マラリア感染の増加を伴っている。 

これは明らかに分野をまたがる問題であり、農業活動によって健康の問題が悪化している。ではどの分野が責任を負い、

どのように責任を分担するべきなのか。 

この疑問に対する答えは、ヒトの健康の立場から、単純かつ決定的な対策があれば、より明確になるだろう。たとえば、

デング熱、ジカウイルス、そして黄熱はすべて、ネッタイシマカを介して、人から人に伝搬するフラビウイルスである。

この3種のウイルスのうち、黄熱の致死率が最も高く、そして100%の永久免疫を獲得できるワクチンが存在する唯一

のものである。したがって、デング熱とジカウイルスの制御については、公衆衛生当局は、費用がかかり、効果が限定的

なベクターコントロール手法に頼らざるを得ない。対照的に黄熱の感染爆発は、緊急ワクチン投与キャンペーンにより、

素早くかつ決定的に抑制することができる。   

マラリアの場合、ヒトの健康側からの決定的対策は存在しない。ベクターコントロールと改善された診断/治療の提供の

ために、世界で1年当たり10億ドル以上が費やされている。相当の進歩があるものの、まだ道のりは長い。新しい

ワクチンがあるが、効果は限定的である。稲作により生じると考えられるマラリア伝搬を緩和する費用対効果の高い方法

とは考えにくい。 

では現状のLLINsやIRSのような対策はどうだろうか。もちろん、農業的な視点から、稲作を行う村落に現状の対策を

行うことで、問題を解決できると考えるのが自然である。一見すれば、これは魅力的な考えであり、「水田の逆説」を復活

させるものとして表現できるだろう。すなわち、稲作を行う村落にはより多くの蚊がいるが、適切な予防措置が取られる

ことで、蚊に刺されることは少なくなるということだ。問題は、その有効性が不平等に依存しているということだ。LLINs

やIRSが機能するのは、LLINs配布やIRS散布を、稲作を行っている村落に集中的に実施することで、稲作を行っていない

村落が得られる恩恵を奪いかねないということだ。戦略として、衡平性というなによりも重要な包括的な原則と、そして

誰一人取り残さず全員をマラリア対策の対象とする具体的な政策とを両立させることは難しい 。

マラリアの問題は、農業部門だけで解決できないことは明らかである。そしてまた、非常に強力な対策を取り、全力で

働いている保健衛生部門でさえも、部分的で不完全な解決策しか提供できない。だが現状の農業の振興は、問題を悪化

させると考えられる。したがって、農業が問題の一翼を担うのではなく、問題解決の一翼を担うようにするべきである。  

蚊の発生を抑制し、コメ増産に貢献する技術を開発する必要がある。これにはさらなる取り組みが必要になるかも知れ

ないが、実現は可能である。ポルトガル、スペイン、トルクメニスタン、そして中国といった過去にマラリア流行を経験し

た国の多くで、稲作地帯は、マラリア発生の最後のホットスポットとみなされ、ゼロマラリアの達成と再発防止のために、

水田における集中的対策をしばしば行った65-68。

e 本報告書のこのセクションで、「rice（コメ）」稲作という単語は水田での稲作、灌漑された、天水低湿地での水稲栽培によって収穫されたコメを意味しており、
畑地条件での稲作は陸稲は考慮に入れていない。
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稲作による蚊の発生については、興味深く潜在的に重要な問題として温室効果ガス（GHG）と同様に比較検討されるべき

である。いう副作用だけではなく、温室効果を引き起こすメタンを発生させる。いずれの場合も、農家の側ではほとんど、

あるいはまったく意識されずに起きている問題だ。農業研究・開発機関は既に、稲作による温室効果ガス排出の問題を

認め、排出抑制に向けた取り組みを始めている。今後は、アフリカにおけるマラリア蚊の問題を認め、取り組み始める必

要がある。

言い換えれば、稲作の専門家がGHGの問題に取り組み始めた時に、「ウィン―ウィン―ウィン」の解決策を開発した。

すなわち、(a）GHGを抑制する、(b)コメの収量を維持あるいは増加させる、そして(c)水の使用量を減らす技術である。

いま、おそらく、このリストに「マラリア媒介蚊の抑制」を追加する必要がある。必要なのは、「ウィン―ウィン―ウィン―ウィ

ン」の解決策である！ 

研究開発の課題が、収量を維持・改善し、水を節約し、蚊とメタンの発生量を抑え、（最後に述べるが決して軽んずるべき

でないが）農家によって採用され得る稲作栽培技術を開発することだとすれば、この研究開発プロセスは、蚊の専門家

からの技術的なインプットを踏まえ、稲作の専門家がリーダーシップを取るものでなければならず、その逆ではない。

農家は、蚊の昆虫学者が開発した稲作技術に関心は持たないものと思われるからだ。

このような解決策が可能であると考えるのに十分な理由がある。稲作技術の代替選択肢は、多種多様だが、蚊に対する

影響について研究されたものはわずかである。これらの研究によると、たしかに稲作に関する多くの栽培技術が、蚊に

対して、程度に差はあるものの、プラスあるいはマイナスの効果を持つという仮説を支持している。例えば、蚊の発生に

与える影響について、作付け前の準備、イネ品種、播種・田植えの方法、除草と肥培管理等について検討する必要がある。

より詳細な多くの作業が必要であるが、それぞれが部分的にしか有効でなくても、それらを組み合わせることで、全体

として効果的な稲作栽培技術となると思われる。

b) 水田における蚊の制御 

稲作とマラリア媒介蚊の間の関係が十分に確認されたことで、1930年代以降、マラリア学者は、水田における幼虫の

発生源の削減（LSM）のため、さまざまな栽培技術について調査してきた。Lacey and Lacey(1990)による詳細

なナラティブレビューは、化学的な制御を除く技術を幅広く網羅している69。中には伝統的な稲作栽培にすでに組み

込まれており、わずかな調整のみで水田における媒介蚊の繁殖を減少させることができる技術の研究も含んでいる。

蚊の繁殖を抑制するための水管理の改良研究には、多くの注目が集められてきた。たとえば、Keiser et al （2002）は、

水田における間断灌漑についてのナラティブレビューを発表した。その結論は、間断灌漑は、マラリア媒介蚊の密度を

有意に減少させ、またコメ収量を高く保ちながら、メタンの排出量と水消費を削減することができるというものである70。

20～30年前に書かれた２本のレビューを更新するものとして、私たちはシステマティックレビューおよびメタ解析を行い、

概して、化学的および生物学的制御を含む水田LSMおよび稲作栽培技術の改良が、コメ収量を増加させ、水利用を減らし

ながら、マラリア媒介蚊の個体数を減少させることができるのかを評価した。ここでは、結果とその意味合いのまとめを示す。

該当する研究の多くは、1980年代および1990年代に実施された。多くは、北米、アフリカ、東アジア、南東アジアで

行われている。微生物殺幼虫剤に関する研究が16件、化学殺幼虫剤が10件、魚類が8件、それにアカウキクサ、

カイアシ、インドセンダンに関するものが各1件となっている。改良灌漑に関する研究が8件、整地、除草、水面の高さ、

イネ品種、イネの草丈、および栽植密度に関する研究が7件あった。
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殺幼虫剤

単分子表面フィルム（MSF)の結果はまちまちである。2件の研究では、ハマダラカ幼虫数のわずかな減少が

確認されたが、3番目の研究では確認されていない。 

デルタメトリンやテメホスのような化学殺幼虫剤は一貫して有効であり、8件の研究で56%から93%の減少を

達成した（図6A）。

微生物殺幼虫剤の結果は安定しておらず（図6B）、プールした効果推定値は良好（55%～72%）だが、結果が

残念な事例（20％未満）も存在する。最も効果的な微生物殺幼虫剤は、Btiに基づくものであった。

(A) 合成有機化学物質

　

(B) 生物学的殺幼虫剤

図6 ： 水田におけるハマダラカの幼虫密度に対する(A)合成有機化学物質と(B)微生物殺幼虫剤のプールした効果の推定値。1975年から2004年に実施された、
(A)合成有機化学物質の処理回数に関する研究5件、および(B)微生物殺幼虫剤の処理回数に関する研究8件が含まれる。四角は個別研究の相対的有効性を示し、
四角の大きさはメタ分析でその研究に与えられたウエイトを表しており、エラーバーは95%信頼区間を示す。ひし形は、ランダム効果（RE）サブグループおよび
メタ分析からプールした効果を表す。 

Chan, K., Bottomley, C., Saito, K., Lines, J., & Tusting, L. S. (2022). The control of malaria vectors in rice fields: A systematic review 
and meta-analysis. Under review.
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殺幼虫剤の効果は、使用直後が最も高いが、その効果は 2 週間以上継続しなかった。このような殺幼虫剤は、

多くの場合、完全に滞留している水を対象としており、残留半減期が多くの場合短い。通常は、（排水、蒸発散、

浸透によって）水の損失および灌漑を通じた水の入替が連続的に起こる。重要なのは、持続的制御のためには、

残留型製剤であっても、週間隔で利用を繰り返す必要があることである 71-74。 

したがって、灌漑スキーム全体で、すべての小さな区画に対して殺幼虫剤を均等に施用する、殺幼虫施用の規模を拡大

することは費用がかかり、労働集約的である。さらに論理的にいって、毎年5ヶ月に及ぶ稲作の季節を通じて、

週間隔でこれを繰り返すことは困難である 75,76。（無人の航空機を含む）空中散布は、欧米では広く使用され

ているものの、大規模な灌漑スキームにおいても、また、SSAの小作農にとっても適した施用システムとは思われ

ない72,73,77,78。

生物学的制御

過去の 5 件の研究結果から、コメと魚を同時に育てることで、80％以上ハマダラカの幼虫の個体数を減らせることが

９示された。カイアシ、アカウキクサ（モスキートウ・ファーン）、そしてインドセンダンを含む、その他の生物学的

制御手法は、水田におけるハマダラカの幼虫数の減少に寄与がなかった。 

概して、魚を用いた生物学的制御は、（化学的、微生物および MSF) 殺幼虫剤の利用と比べて、ある程度有効で

あることが判明した。有効性の程度は、魚の種類とその採餌嗜好による影響を受け、水面採餌で幼虫食の魚種は、

底採餌で選択的な採餌を行う魚種に比べて、より高いハマダラカ低減効果を示した 81,82。ただ、現地の水田に最適

な魚種を選ぶことは簡単ではなく、多くの基準を検討する必要がある 82-84。その大規模利用の観点から評価した

2 件の研究では、魚の水田養殖は農家から歓迎されている。農家は、魚は雑草や害虫を減らし、排泄物で養分を

提供することでコメ収量を増やすことに貢献するとみなしている 81,85。中国広西では、排水する際に必要な魚が避難

する側溝のために稲作区画の一部が削減されても、コイを一緒に育てることで、収量を 10%、1 ヘクタールあたり

の所得を 70% 増加させたと報告されている 84。 

SSA では、特定の場所に適した魚種の目録が存在し、そして水が一貫して水田で利用できること（これはアフリカの

灌漑水田では重要な制限要因としてあげられるものではあるが）を条件として、灌漑水田での魚の養殖の普及を行う

ことができる 86。これに関しては、持続可能な食糧生産とマラリア制圧に関するウィン・ウィンの解決策を提供して

きたアジアの水田養殖システムの成功から教訓を得ることができる 87,88。

残念ながら、メタ解析に用いた研究はいずれもコメ収量や水使用量のデータを含んでいない。将来の昆虫学的な

研究において、このような重要な評価指標を調査する必要があり、それにより水田における媒介蚊の制御の研究が

農学者に理解され、引き継がれると考えられる。

c) 稲作栽培技術における媒介蚊制御の可能性

間断灌漑

常時湛水の水田条件と比較した場合、イネの生育途中に落水して土壌を乾かす水管理技術である間断灌漑は、
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ハマダラカの幼虫の密度をより低下させるとは限らなかった（図 7）。排水の類型によってサブグループに分けた

場合、（積極的な）排水を用いた間断灌漑も、（蒸発散および浸透による能動的な）自然落水を用いた間断灌漑の

いずれも、幼虫密度の低下には結びつかなかったが、排水を一度のみ行った研究では、幼虫密度を 24％高くさせる

傾向があった（2 件の研究、図７）。幼虫の個体数を発育段階ごとに分けると、間断灌漑は初期齢の幼虫の有意な

減少には結びつかなかったものの、後期齢の個体数を 35% 減少させたことが４件の研究から明らかになった。

あるケニアの研究では、移植時の排水とそれに続く（積極的な）排水を用いた間断灌漑は初期幼虫の 770% の

増加につながったが、後期幼虫の 35％の減少に結びついた 35。 

しかし、全体として、稲作において間断灌漑が、後期齢におけるハマダラカの幼虫の減少に効果的であるとの

エビデンスは極めて限られていた。この結果は（幼虫の発育段階にかかわらず）一貫性がなく、媒介蚊制

御の成功が場所特異的であることを強調していた先行レビューとは対照的であった 70,72,89。この対照的な結果は、

私たちのシステマティックレビューの選択基準に起因するものと考えられる。私たちのレビューでは、間断灌漑

によりハマダラカの制御に成功したと報告したものの、対照区がなかったり、適切な反復を設けていなかったり、

あるいはナミカとハマダラカとの間の適切な区別を欠いていた研究は除外している 87,90-94。私たちのレビュー

からは、間断灌漑は初期齢の個体の増加を妨げるものではない（そして 1 事例では、産卵を促した可能性がある
35）が、後期幼虫への発育を妨げる傾向があると思われる。ただし、この重要な結論は、4 件の研究結果に基づいて

いるに過ぎない。従って、より多くのエビデンスの収集が喫緊の課題であり、今後の研究では適切な反復、対照区、

幼虫齢および種の区別を伴うといった実験の基本原則を考慮すべきである。

やはり受動的または能動的排水だけでは、蚊の幼虫の全体数を確実に減少させることはできないと考えられ、

インドやケニアでは、土壌が十分に乾燥しなかったため、幼虫は死ななかったことが明らかになっている 35,95。

van der Hoek et al. (2001 年 ) と Keiser et al. (2002 年 ) が強調するように、水田における水管理は、土壌の

物理的性質や気候に大きく依存しており、急速乾燥しやすい場所だけでなく水供給の制御が容易である場所が

灌漑水田の水管理に適している 70,89。排水を繰り返すことは、蚊の駆除を目的にしているが、蚊の水生の捕食者

までも殺す可能性がある 96。蚊は、その捕食者よりも早く、新たに湛水した水田で再定着できるため、連続する

乾燥期間の間に 1 週間以上の湛水期間があれば、「捕食される」というプレッシャーを受けることなく、繁殖を

繰り返すことができる。したがって、マラリア媒介蚊に対する間断灌漑の有効性は、湛水期間および乾燥期間の

タイミングに大きく依存する。特に水田生態系内での捕食者と被食者の相互作用の観点から、湛水期間および

乾燥期間のタイミングの最適なバランスを見つけるためには、地域ごとでの詳細な圃場試験が必要である。

間断灌漑を行うにあたってのもうひとつの制約は、田植え後の最初の２～３週間は排水を実施できないことである。

これはイネが植え傷みによって活着が遅れることが多いので、活着するまで湛水条件を維持するためである。残念

ながら、この期間は媒介蚊の繁殖のピークと一致する。したがって、この時期の幼虫をコントロールするためには、

水管理以外の他の方法が必要である。農学者にとって、間断灌漑は収穫量を損なうことなく、水の消費量を大幅に

削減するため、農家に利益をもたらすと考えがちだが、灌漑水が利用できるかどうかが安定せず、間断灌漑がより

多くの労働を必要とするような地域では、農家がこの技術を採用するかどうかにはばらつきがある35,97,98。さらに、

稲作農家はしばしば自分たちの間で水を均等に分配するために調整できるか疑念を持っており、「コモンズの悲劇」

のような、共有の問題が起こりうる 99。そのような場合、稲作農家は水管理のための合意された権力者（行政権を

もつ機関）をおく方が望ましいと考えている95。 
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水管理以外の稲作の方法

水管理の他に、稲作栽培技術が蚊の幼虫に与える影響について調査した研究は少なかった。日本における 1 件

の研究によれば、イネの草丈の違いは幼虫の数との関連がなかった 100。インドでは、稲の品種および栽植

密度はハマダラカの幼虫密度には影響しないことを報告した研究が発表されている 101。雑草防除のために

除草剤を使用した場合は、使用しない場合と比べ、幼虫の数が 77％増加することも認められた 102。一方、

インドネシアでは、農薬によりハマダラカの幼虫が 76％減少した 103。圃場の作付け準備は蚊の数に影響

すると思われ、圃場の均平化には影響がなかったが、最小減の耕起圃場では、深耕された圃場に比べ、幼虫

の数が 65％減少した（1 件の研究）104。 

水管理を以外では、稲作栽培技術がマラリア媒介蚊に与える影響に関しては、各技術を対象とした研究が

それぞれ 1 件しかなく、一般的な結論には至らなかった。しかし、上記の農薬の散布、耕起、雑草防除に

関する実験および栽植密度に関する別の研究（イネに見立てたガラス棒が使用されたため対象とせず）は、

農学的な要素および条件をわずかに変えることが、蚊の密度に大きく影響しうることを現に示している 102，

104，105。さらに、部分的にあるいは浅く湛水した水田では、幼虫は窪み（通常は足跡）に集中していること

が多く、足跡を残す稲作作業が、媒介蚊の繁殖に影響を与えることを示唆している 82。

d) 本セクションのまとめ

A  課題:稲作期間中に水田において蚊の成虫の発生を減らすこと

B  現在適用可能な幼虫を駆除できる手段が複数存在する:

⃝ そのほとんどは化学的・生物的殺虫剤であり、即効性は高いが、残効性はない。

⃝ より長期的な制御には、頻繁な再散布が必要となる。 

⃝ 化学的・生物的殺虫剤は長期的にみると、物流面での手間と訓練の観点から、費用がかかり、また要求が多すぎるため、持続的だと
は言えない。

C より長期的な抑制的手段が複数存在する：これらは即効性はないものの、成虫まで生存する幼虫の割合を
減少させることができる。 

⃝ このような手段は即効性が低い傾向にあるが、より持続性がある。     

⃝ このような手段の大半は、効果が見られるまで時間がかかる。すなわち、蚊の発生ピーク（田植え後1~5週）を防止することはでき

ない。捕食者の存在により、成虫発生レベル自体はより低いものの、稲作期間の後半における繁殖の減少に貢献しうる。

 

D  すなわち殺虫剤の使用による田植え後4～5週間の短期的な殺虫剤処置とその後の抑制的処置という二つ
の処置を組み合わせることで、稲作期間にわたる効果的な対策が可能となり得る。

E  このような処置が、捕食者数の増加に干渉してはならないことが重要である。イネに被害を及ぼす害虫の
制御にも、捕食者の利用促進が含まれており、「統合的害虫管理」という原則にしたがうことが望ましい。実際
には、このことはBtiのような、蚊を対象とする生物学的殺虫剤の利用の推奨を意味している。
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F  アカウキクサや水田養殖を含む、その他の有望な技術

⃝ 驚くべきことに、メダカ（Nothobranchius spp、非常に成長が早く、寿命が短く、乾いた泥の中で生息できる）の可能性はこれ

まで調査されてこなかった。

⃝ 中国南部（およびその他）で用いられている水田養殖を調査し、アフリカでの可能性を探るべきである。 

G  水田における蚊の繁殖を抑制する技術開発を（医学昆虫学者のサポートを受けながら）稲作の研究者が担う
場合、手始めに昆虫学者は簡易に蚊をモニタリングできる方法、すなわち簡易に幼虫を数える方法を開発
しなくてはならない。 

図7 ： 水田におけるハマダラカ媒介蚊の幼虫の密度に対する、間断灌漑技術の効果。1936年から2016年の間に実施された7件の研究を含む。四角は、個別
研究の相対的な有効性を表し、四角の大きさは、メタ分析でその研究に与えられたウエイトを示す。エラーバーは95%信頼区間である。ひし形は、ランダム効果

（RE）サブグループおよびメタ分析からのプールした効果を示す。

Chan, K., Bottomley, C., Saito, K., Lines, J., & Tusting, L. S. (2022). The control of malaria vectors in rice fields: A systematic review 
and meta-analysis. Under review.
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5 まとめと結論

a) アフリカの稲作とマラリアの関係の新しいエビデンス

⃝ アフリカにおける稲作とマラリアの関係は変化してきた。現在、水田での稲作は、マラリアに関して負の影響を与えている。  

・ 過去 20 年間に、効果的な対策が大規模に広がったことにより、マラリア感染は減少し、対策の適用範囲における不平等は

減少した。    

・ この変化が起こる前は、入手可能なエビデンスから、稲作が蚊を増やすことはあってもマラリア感染を増やすことはないと

示唆されていた。これは「水田の逆説」と呼ばれ、当時はおそらく正しかった。

・ より最近のエビデンスによると、現在、稲作は蚊を増やすだけでなく、マラリアも増やすということが示唆されている。     

⃝ さらに、マラリアが減少していくにつれ、稲作とマラリアとの関係がより鮮明になり、より一層強くなると示唆されている。水田は、

残された感染場所として浮上し、マラリア排除の障害としてより顕著になる可能性が高い。

b) 戦略的な対応策

⃝ これらの調査結果を、健康と食料・栄養の安全保障の避けられないトレードオフ、またはアフリカにおける稲作振興を遅らせる

理由の一つであると解釈してはならない。   

⃝ 事実、トレードオフは決して避けられない訳ではない。  

・ 水田における蚊の制御技術により、水田から発生する蚊の数を抑えることができる。   

・ さらなる研究によって蚊の発生を減少させるだけでなく、コメ生産を増やし、農家にとって魅力的である稲作栽培技術を開発

することは可能であると思われる。 

・ アフリカにおける稲作技術開発研究において、コメ生産増およびマラリア媒介蚊の減少という双方の目標達成を優先事項と

すべきである。水田から発生する温室効果ガス（GHG）削減の技術の開発に関する成功例にならって、GHGと蚊の発生の

両方を制御できる技術を開発することも可能であるかもしれない。   

⃝ さらに多くの蚊帳と医薬品を投入するといったマラリア対策は、短期的対策にはなり得るが、マラリア排除へと導く持続可能で、

長期的な解決策とはならない。   

⃝ 現行の稲作栽培を続けることで、アフリカの水田での稲作は媒介蚊の増加という意図しない悪影響を及ぼす。しかしながら、

改良技術の開発・導入で蚊の繁殖を抑制することができれば、その悪影響を取り除くことができる。   

⃝ したがって、アフリカにおける稲作振興は継続すべきであるが、水田における蚊発生抑制技術を開発するための包括的な研究

事業を行うべきである。

c) 重点対策分野 

⃝ 包括的な研究事業を行うにあたって、有望なアプローチはイネ研究・開発機関の掲げる研究・開発目標に蚊の繁殖抑制に関する

目標を含めることである。これは稲作振興に取り組むすべての開発プロジェクトに蚊の繁殖のモニタリングを含めることを意味

している。    

⃝ このモニタリングを実行可能にするには、幼虫の数を数える現在の方法では労力・時間がかかり、困難なものであることから、

新しい方法を今後開発する必要がある。      

⃝ 発生する蚊の成虫数は、非常に変わりやすく、生育条件に敏感であるであるため、蚊の抑制には、場所ごとに異なった方法が必要

となる。そのため、複数拠点での研究・開発が必要となる。一方で、稲作栽培技術（耕起、整地、播種、施肥、除草など）は蚊の個体数
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に大きな影響を及ぼすことが示唆されているが、こうした効果のほとんどが十分に調査されていないことがわかっている。   

⃝ 今回の文献調査により、蚊の抑制技術には稲作期間の最初の数週間に適したものもあれば、後半の時期に適したものもあり、

補完的な技術を組み合わせることによって、最適な効果を実現できる可能性が示唆されている。 

⃝ 気候変動に対する適応や緩和に資する稲作栽培技術が蚊の抑制に貢献できれば、気候変動と健康の双方に利益をもたらす。

⃝ 蚊対策と有望な稲作栽培技術の研究・開発には、稲作農家の視点や見地が必要であり、社会科学分野の研究者との学際的研究

が求められるSSAの灌漑水田・天水田では、同じ灌漑地域あるいは同じ低湿地に多くの農家が稲作栽培を行っている。そのため、

水田における蚊の制御のための戦略が成功を収めるには、その多数の農家からの協力を求めなければならない。したがって、

稲作農家の共同参画を促すアプローチを検討する必要があり、それには社会科学分野の研究者の参画が必要不可欠である。
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Position: Principal scientist

Affi  liation: アフリカライスセンター システムアグロノミスト

Profi le:
OCP Africaで土壌管理と農作物生産の専門家として、持続可能な作物生産のための
肥培管理技術の開発と普及に従事した後、2019年からアフリカライスセンターにシス
テムアグロノミストとして勤務。現在、サブサハラアフリカの農村コミュニティと零細
農家の生活、栄養、レジリアンスを改善するための灌漑稲作をメインとした営農における
持続可能な集約化と多角化に関する技術の開発、評価、普及を行っている。これまで
に、査読付き雑誌に 20 本以上の論文を執筆、または共著で発表してきた。2015
年にガーナのクワメ科学技術大学から総合的土壌肥沃度管理の研究で博士号を取得。
2016年に中国科学院（CAS）からPresident's International Fellowship Initiative

（PIFI）博士研究員賞を、2021年にOCP Northern Americaと米国農学会主催の
Emerging Leader for African Agricultural Transformation（ELAAT）賞を受賞。

33



特定非営利活動法人
Malaria No More Japan（マラリア・ノーモア・ジャパン）とは

Malaria No More Japan はアメリカに本部を置くマラリア・ノーモアの日本支部として

2012 年に設立された日本で唯一のマラリアに特化した認定NPO 法人です（2013年

特定非営利活動法人格取得、2015年認定NPO法人認証）。

日本以外にもイギリスに支部が置かれた国際NGOとして、マラリアのない世界（＝ゼロ

マラリア）を目指しています。ゼロマラリア達成のための政策提言活動、コミュニケーション

活動、そして連携促進活動を3 本柱に活動を行っています。

www.malarianomore.jp 

正式名称:

代表理事:

設 立: 

事務局所在地:  

 
TEL: 
E-mail:

特定非営利活動法人Malaria No More Japan

神余　隆博（関西学院理事・同大学教授・国連・外交統括センター長。
外務省国際社会協力部長、国際連合日本政府代表部特命全権大使、
駐ドイツ大使などを歴任。関西学院大学副学長を経て2018 年 6月
より現職。）
2012年10月26日

〒102-0083 東京都千代田区麹町 3-7-4 秩父屋ビル 8 階 株式会社
販売促進研究所内 

03-3230-2553

info@malarianomore.jp
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